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山口県 ・ トランプ関税に対する企業の意識調査 
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山口県の企業において、トランプ関税に対して短期的には企業の 38.5％が「マイナスの影響」

を見込んでいる。また、中長期的には「マイナスの影響」が 39.2％にのぼったほか、「分からな

い」が 44.6％となり、先行きの不透明感が強い状況もうかがえた。具体的な影響では、短期・中

長期ともに「原材料コストの上昇」が最も多かった。さらに、具体的な対策としては、「価格転嫁」

「原材料コストの削減」「新規市場の開拓」が上位を占めた。政府には、国内産業への過度な負担

を回避するため、国内企業への手厚い継続支援策が求められる。 

 

※帝国データバンクでは、「トランプ関税」に対する企業の意識調査を実施し、  

山口支店で山口県に本社を置く企業の結果を集計・分析した。  

調査期間は 2025 年 6 月 17 日～6 月 30 日。  

調査対象は 476 社で、有効回答企業数は 130 社（回答率 27.3％）。  

SUMMARY 

2025/07/28  

不透明感が強く、「分からない」は 44.6％に 

具体的な影響、「原材料コストの上昇」がトップ 

トランプ関税 

企業への中長期的な影響 

「マイナス」が 39.2％ 
 

 

2025/07/28   

佐藤 智之(支店長) 

帝国データバンク 

山口支店  

TEL: 083-974-5550  
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山口県 ・ トランプ関税に対する企業の意識調査 

１. トランプ関税、中長期的にマイナスを見込む企業は 39.2％ 

山口県の企業に対して、トランプ関税が自社の事業活動に与える短期的な影響（今後 1 年以内）につ

いて尋ねたところ、「マイナスの影響がある」と回答した企業は 130 社中 50 社で、構成比 38.5％を占

めた。一方で、「プラスの影響がある」と回答した企業はわずか 0.8％（1 社）にとどまった。なお、「影響は

ない」は 33.1％（43 社）、「分からない」は 27.7％（36 社）だった。 

業種別（母数 5 社以上）でみると、「マイナスの影響がある」では、「運輸・倉庫」が構成比 60.0％（3

社）で最も高く、「建設」が 45.8％（11 社）、「小売」が 42.9％（3 社）、「製造」が 41.2％（14 社）で続

いた。 

 

 さらに、中長期的な影響（今後 5 年程度）について尋ねたところ、「マイナスの影響がある」と回答した

企業は 130 社中 51 社で、構成比 39.2％となり、短期的（３８．５％）より０．７ポイント高かった。ただ、

「分からない」が 44.6％（58 社）で最も高く、短期的（27.7％）を 16.9 ポイント上回り、現時点では判

断しづらい状況がうかがえた。一方で、「プラスの影響がある」と回答した企業はわずか 0.8％（1 社）に

とどまった。なお、「影響はない」は 15.4％（20 社）にとどまり、短期的（33.1％）より 17.7 ポイント低か

った。 

先行きの不透明感が強い状況が続くなか、短期的よりも中長期的の方が「分からない」の割合は高く

なった。 

業種別（母数 5 社以上）でみると、「マイナスの影響がある」では、「小売」が構成比 57.1％（4 社）で

最も高く、「サービス」が 45.0％（9 社）、「運輸・倉庫」が 40.0％（2 社）で続いた。 

 

山口県   トランプ関税に対する影響  

 

 

 

 

 

■短期的な影響（今後1年以内）
（構成比％、カッコ内社数）

プラスの
影響がある 影響はない

マイナスの
影響がある 分からない

0.9 (91) 33.2 (3,469) 40.7 (4,252) 25.1 (2,623) 100.0 (10,435)

0.8 (1) 33.1 (43) 38.5 (50) 27.7 (36) 100.0 (130)

0.0 (0) 9.1 (1) 72.7 (8) 18.2 (2) 100.0 (11)

0.8 (1) 35.3 (42) 35.3 (42) 28.6 (34) 100.0 (119)

うち小規模 0.0 (0) 31.1 (14) 42.2 (19) 26.7 (12) 100.0 (45)

0.0 (0) 25.0 (1) 50.0 (2) 25.0 (1) 100.0 (4)

0.0 (0) 20.8 (5) 45.8 (11) 33.3 (8) 100.0 (24)

0.0 (0) 100.0 (2) 0.0 (0) 0.0 (0) 100.0 (2)

0.0 (0) 32.4 (11) 41.2 (14) 26.5 (9) 100.0 (34)

2.9 (1) 35.3 (12) 29.4 (10) 32.4 (11) 100.0 (34)

0.0 (0) 28.6 (2) 42.9 (3) 28.6 (2) 100.0 (7)

0.0 (0) 0.0 (0) 60.0 (3) 40.0 (2) 100.0 (5)

0.0 (0) 50.0 (10) 35.0 (7) 15.0 (3) 100.0 (20)

注1：網掛けは、山口県の全体以上を表す
注2：母数は有効回答企業130社

小売

運輸・倉庫

サービス

建設

不動産

製造

卸売

農・林・水産

合計

山口

大企業

中小企業

全国

■中長期的な影響（今後5年程度）
（構成比％、カッコ内社数）

プラスの
影響がある 影響はない

マイナスの
影響がある 分からない

1.0 (104) 16.5 (1,723) 44.0 (4,589) 38.5 (4,019) 100.0 (10,435)

0.8 (1) 15.4 (20) 39.2 (51) 44.6 (58) 100.0 (130)

0.0 (0) 0.0 (0) 54.5 (6) 45.5 (5) 100.0 (11)

0.8 (1) 16.8 (20) 37.8 (45) 44.5 (53) 100.0 (119)

うち小規模 0.0 (0) 15.6 (7) 44.4 (20) 40.0 (18) 100.0 (45)

0.0 (0) 25.0 (1) 50.0 (2) 25.0 (1) 100.0 (4)

0.0 (0) 16.7 (4) 37.5 (9) 45.8 (11) 100.0 (24)

0.0 (0) 50.0 (1) 50.0 (1) 0.0 (0) 100.0 (2)

0.0 (0) 14.7 (5) 38.2 (13) 47.1 (16) 100.0 (34)

2.9 (1) 11.8 (4) 32.4 (11) 52.9 (18) 100.0 (34)

0.0 (0) 14.3 (1) 57.1 (4) 28.6 (2) 100.0 (7)

0.0 (0) 0.0 (0) 40.0 (2) 60.0 (3) 100.0 (5)

0.0 (0) 20.0 (4) 45.0 (9) 35.0 (7) 100.0 (20)

注1：網掛けは、山口県の全体以上を表す
注2：母数は有効回答企業130社
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山口県 ・ トランプ関税に対する企業の意識調査 

2. 具体的な影響、                             

短期・中長期ともに「原材料コストの上昇」がトップ 

トランプ関税に対する具体的な影響について尋ねたところ（複数回答、以下同）、短期的な影響では、「原

材料コストの上昇」が 70.6％（36 社）で最も高かった。次いで、「物流コストの上昇」が 52.9％（27 社）、

「売り上げの減少」が 43.1％（22 社）、「輸入品コストの上昇」「設備投資意欲の低下」が各 27.5％（各 14

社）で続いた。 

多くの企業でコスト上昇の影響を危惧しており、複雑に絡み合うグローバルなサプライチェーンを通じて

調達する原材料や部品のコストが上昇する可能性に対し、強い危機意識が表れた。さらに、日本製品に関

税が課された場合、米国市場における販売価格は上昇し、価格競争力の低下から輸出量の減少や市場シェ

ア低下が予想され、売り上げ減少への危機感が高かった。  

中長期的な影響について尋ねたところ、「原材料コストの上昇」が 57.7％（30 社）で最も高かった。次い

で、「物流コストの上昇」が 38.5％（20社）、「売り上げの減少」が 30.8％（16社）、「輸入品コストの上昇」

が 25.0％（13 社）、「設備投資意欲の低下」が 23.1％（12 社）で続いた。 

トランプ関税に対する短期的・中長期的な影響について、ともに同様の傾向を示しており、企業は一時的

な影響ではなく、構造的、継続的な課題として認識していると言え、長期に影響が及ぶことを示唆している。  

 

山口県   具体的な影響（上段：短期、下段：中長期）  

 

70.6%

52.9%

43.1%

27.5%

27.5%

17.6%

17.6%

11.8%

5.9%

5.9%

3.9%

3.9%

2.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

57.7%

38.5%

30.8%

25.0%

23.1%

9.6%

17.3%

3.8%

1.9%

7.7%

7.7%

3.8%

0.0%

0.0%

0.0%

1.9%

0.0%

1.9%

0.0%

原材料コストの上昇

物流コストの上昇

売り上げの減少

輸入品コストの上昇

設備投資意欲の低下

サプライチェーンの混乱

為替変動

関税に係る事務手続きの増加

米国内での競争力の低下

株価の低下

雇用の減少

株価の上昇

売り上げの増加

新たな販路の拡大

新たな雇用機会の増加

設備投資意欲の上昇

米国内での競争力の向上

イノベーションの促進

その他

注1：「プラス影響がある」「マイナス影響がある」のいずれかを回答した企業を母数

注2：短期的な影響は51社、中長期的な影響は52社

下段 ：中長期的な影響

上段 ：短期的な影響



  4 

 

山口県 ・ トランプ関税に対する企業の意識調査 

3. トランプ関税への対策、                             

「価格転嫁」「原材料コストの削減」「新規市場の開拓」が上位 

 トランプ関税に対する対策（今後の可能性も含む）の有無について尋ねたところ（複数回答、以下同）、「取

り組みあり」と回答した企業は 130 社中 52 社、構成比 40.0％を占めた。一方、「特に取り組んでいない」

は 56.2％（73 社）にのぼった。 

規模別でみると、「取り組みあり」では、「小規模企業」が構成比 46.7％（21 社）で最も高く、「中小企業」

が 41.2％（49 社）、「大企業」が 27.3％（3 社）で続き、規模が小さいほど割合が高くなった。  

 業種別（母数 5 社以上）でみると、「取り組みあり」では、「卸売」が構成比 52.9％（18 社）が最も高く、

「製造」が 50.0％（17 社）、「建設」が 29.2％（7 社）で続いた。 

 

 さらに、取り組みがあると回答した企業 52 社に対して、具体的な対策（今後の可能性も含む）について尋

ねたところ（複数回答、以下同）、「価格転嫁」が 40.4％（21 社）で最も高かった。次いで、「原材料コストの

削減」が 25.0％（13 社）、「新規市場の開拓」が 23.1％（12 社）、「物流コストの削減」「製品やサービスの

付加価値を高めることによる競争力の強化」が各 19.2％（各 10社）、「原材料などの調達先の変更」が 15．

4％（8 社）、「為替リスク管理の強化」が 11.5％（6 社）で続いた。 

 一方で、米国での事業に関する見直し、現地化の動きは現時点では少数にとどまり、慎重な姿勢が表れた。  

 

山口県   具体的な対策（今後の可能性も含む）  

 

 

 

 

 

 

■具体的な対策の有無（今後の可能性も含む）
（構成比％、カッコ内社数）

取り組みあり
特に取り組んで

いない 不回答

38.9 (4,064) 58.8 (6,133) 2.3 (238) 100.0 (10,435)

40.0 (52) 56.2 (73) 3.8 (5) 100.0 (130)

27.3 (3) 72.7 (8) 0.0 (0) 100.0 (11)

41.2 (49) 54.6 (65) 4.2 (5) 100.0 (119)

うち小規模 46.7 (21) 53.3 (24) 0.0 (0) 100.0 (45)

75.0 (3) 25.0 (1) 0.0 (0) 100.0 (4)

29.2 (7) 66.7 (16) 4.2 (1) 100.0 (24)

0.0 (0) 100.0 (2) 0.0 (0) 100.0 (2)

50.0 (17) 47.1 (16) 2.9 (1) 100.0 (34)

52.9 (18) 41.2 (14) 5.9 (2) 100.0 (34)

14.3 (1) 85.7 (6) 0.0 (0) 100.0 (7)

20.0 (1) 80.0 (4) 0.0 (0) 100.0 (5)

25.0 (5) 70.0 (14) 5.0 (1) 100.0 (20)

注1：網掛けは、山口県の全体以上を表す
注2：母数は有効回答企業130社

小売

運輸・倉庫

サービス

建設

不動産

製造

卸売

農・林・水産

合計

山口

大企業
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全国

■具体的な対策（今後の可能性も含む）

40.4%

25.0%

23.1%

19.2%

19.2%

15.4%

11.5%

9.6%

7.7%

7.7%

7.7%

5.8%

3.8%

1.9%

1.9%

価格転嫁

原材料コストの削減

新規市場の開拓

物流コストの削減

製品やサービスの付加価値を

高めることによる競争力の強化

原材料などの調達先の変更

為替リスク管理の強化

融資や助成金の活用

サプライチェーンの再構築

輸入品コストの削減

技術革新

米国内での現地生産の増加

米国内での現地調達の増加

米国での販売縮小・撤退

その他

注：母数は「取り組みあり」とする企業52社
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山口県 ・ トランプ関税に対する企業の意識調査 

まとめ 

本調査の結果、山口県の企業はトランプ関税に対して、短期的には、運輸・倉庫業、建設業、小売業、製

造業を中心に、38.5％の企業が「マイナスの影響がある」と見込んだ。 

また、中長期的には、小売業、サービス業、運輸・倉庫業を中心に、39.2％の企業が「マイナスの影響が

ある」と見込んだ。ただ、「分からない」が 44.6％を占めて最も高く、先行きが見通しせず、現段階ではっき

りとした影響を見極められない状況がうかがえた。 

具体的な影響については、原材料コストの上昇、物流コストの上昇、売り上げの減少、輸入品コストの上

昇、投資意欲の低下を中心として、短期・中長期に関わらず同様の影響を見込んでおり、一過性の傾向で

はなく、継続的な課題とした戦略的対応が今後求められる。 

また、現時点で対策に取り組んでいる企業は 4 割を占めたものの、特に取り組んでいない企業が半数を

超え 56.2％となり、具体的な影響が見極められず対応に着手できない様子もあると考えられる。 

具体的な対策としては、価格転嫁で対応しつつも、調達・販売チャネルの多様化といった構造的な改革、

製品・サービスの競争力強化を進めていることがうかがえた。しかし、現段階で米国事業の抜本的な戦略転

換を進めている企業は少なく、様子見の姿勢がみられた。 

今回の調査時点である 6 月後半では、4 割～5 割近くの企業が短期・中長期ともにトランプ関税に対し

てマイナスの影響を見込んでいた。なお、7 月 23 日には自動車を含めた相互関税を 15％とすることで日

米両国が合意に至った。企業は単なる価格競争から脱却し、高付加価値製品へのシフトやデジタル技術の

積極的な活用などが不可欠となるだろう。また、日本政府は、国内産業への過度な負担を回避するために、

企業からの声に耳を傾け、具体的な影響評価に基づいた継続的な支援策の検討を進めていく必要がある。 

 

企業からの声 

・現時点では想像のレベルで実感はまだないが、影響があるのは確実だ                  （建設） 

・日本政府の方向が決まれば、企業側は現実的な対応を行うだけである              （鉄鋼製造） 

・トランプ大統領の主張は完全に間違いではないので、今まで通りにはならないと感じる        （建設）  

・アメリカファーストが行き過ぎている                                  （化学品製造） 

・速やかな撤廃を希望する                                         （機械製造） 

 

 

※中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記の通り区分。 

 

 
業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング


